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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、株主をはじめ顧客、従業員、地域社会等の全てのステークホルダーに対する責任と当社の経営理念を踏まえ、持続的な成長と企業価値
の向上を実現するため、次の５つの考え方に基づき、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行う経営体制の確立を目的とした、実効的なコーポ
レート・ガバナンスの実現に取り組むことを基本方針としております。

（1）株主の権利及び平等性の確保に努めます。

（2）顧客、従業員、地域社会等の全てのステークホルダーとの適切な協働に努めます。

（3）会社情報について、適切な情報開示及び透明性の確保に努めます。

（4）取締役会の役割及び責務を適切に果たします。

（5）持続的な成長と企業価値の向上に資するよう、株主との間での建設的な対話の促進に努めます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

＜補充原則１－２－４＞　

当社は2021年の株主総会より、議決権の電子行使を可能とする環境を整備しました。また、招集通知の英訳については、当社の株主構成におい
て機関投資家や海外投資家の比率及び費用対効果を勘案し、現時点では実施しておりません。今後につきましては、機関投資家や海外投資家
の比率を踏まえ、必要と判断した場合は検討を開始する予定であります。

＜補充原則４－２－１＞　【2024年6月20日更新】

当社取締役の報酬等は、株主総会の決議による報酬等限度額の範囲内にてそれぞれの役位及び職務や営業成績への貢献度等を勘案し取締役
会において協議した上で、代表取締役社長執行役員が決定することとしており、取締役に対する報酬については、適切に設定されていると考えて
おります。

【原則４－８　独立社外取締役の有効な活用】　

当社は、独立社外取締役を１名選任しており、取締役会における独立した中立的な立場で、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に
寄与すべくその役割・責務を十分に果たしております。そのため、現時点では独立社外取締役を追加選任する必要性は無いと判断しています。今
後必要に応じて独立社外取締役の追加選任も検討してまいります。

【原則４－１０　任意の仕組みの活用】　

当社では、会社規模等を鑑みた現在の仕組みで統治機能が十分に果たされていると判断しており、取締役会の下に重要事項に関する任意の組
織を設置しておりません。今後、必要に応じて取締役会の下に任意の組織を設置することも検討してまいります。

＜補充原則４－１０－１＞　

現在の当社事業規模を勘案すると、独立社外取締役１名体制で十分にガバナンスが機能していると考えており、指名・報酬委員会は設置しており
ません。取締役の指名や報酬についても、取締役会において、ジェンダー等の多様性やスキルの観点も含め、独立社外役員の幅広い専門知識と
豊富な経験を活かした意見及び助言を得ております。そのため、現時点では指名・報酬委員会の設置は考えておらず、今後必要に応じて検討し
てまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】　

当社は、当社製品の取引先等と、安定的な取引関係などの維持・強化を図ることが当社の企業価値の向上に資すると判断しているため、当該取
引先等の株式（政策保有株式）を保有しております。なお、当社取締役会は、上記判断に基づき、毎年、取引先等に係る売上高や配当などが当社
の資本コストに見合っているかなどの経済合理性についての検証も踏まえ、個別の政策保有株式の継続保有の適否について、総合的に判断して
対応しております。また、同株式に係る議決権の行使に当たっては、個別の議案内容について、当社の経済合理性に大きく影響を与えうるか否
か、取引先等の企業価値を毀損するおそれがあるか否かなどの観点から総合的に検討のうえ、その賛否を判断しております。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

当社は、役員や主要株主等との取引（関連当事者間の取引）を行う場合には、当社「取締役会規則」により取締役会の承認を得ることを定めてお
ります。

＜補充原則２－４－１＞　【2024年6月20日更新】

当社は管理職24名の内、女性管理職は４名、中途採用者は９名、外国人の管理職への登用は１名となっております。女性管理職及び中途採用者
への管理職への登用目標は設定しておりませんが高い水準となっております。外国人の管理職への登用目標については当社の主要な事業領域
が国内であるため設定しておりません。当社は中核人材の登用において性別、年齢及び国籍の区別なく登用する考えのもと、多様性を確保して



おります。また、人材育成方針及び社内環境整備方針とその整備状況は有価証券報告書で開示をしております。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】　

当社は、従業員に対し年金または一時金を将来にわたり確実に給付するため、原資である年金資産の運用を外部運用機関に委託しております。
従業員に対しては、当該運用機関からの運用概況について、定期的に報告を行っております。当社は、金融市場の知識を有する総務部員及び財
務経理部員が当該運用機関からの運用報告に関する要点をまとめたうえ、常勤取締役、業務担当役員及び常勤監査役で構成される経営会議に
おいて、ベンチマークとの比較による当該資産の収益率の検証など運用委託機関に対する総合的な評価・モニタリングを定期的に行い、当該委
託継続の適否の判断や年金構成割合の見直しを実施しております。当社は、上記運営を通じて、企業年金の受益者と当社との間に生じ得る利益
相反の適切な管理に努めております。

【原則３－１　情報開示の充実】　【2024年6月20日更新】　

（1）当社は、持続的な成長と企業価値の向上の実現のため、「社会により一層必要とされる価値ある会社」を目指していくことを経営理念としてお
ります。また、当社は、コア事業である砂糖事業の持続的成長を図りつつ、事業投資も視野に入れ、第二の柱とするべく機能素材事業を拡大する
ことを中長期的な経営戦略としております。

（2）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針は、本報告書「１．基本的な考え方」に記載しております。

（3）取締役の報酬等は株主総会の決議による報酬等限度額の範囲内にてそれぞれの役位及び職務や営業成績への貢献度等を勘案し取締役会
において協議した上で、代表取締役社長執行役員が決定することとしております。

（4）当社は、経営陣幹部の選任及び取締役・監査役候補の指名を行うにあたっては、性別、年齢及び国籍の区別なく、それぞれの人格及び識見
等を十分考慮のうえ、その職務と責任を全うできる適任者を選任、指名する方針としております。選任の手続きは、経営陣幹部は主要人事として、
また取締役・監査役候補については株主総会付議議案として、それぞれ取締役会にて決議しております。一方で、経営陣幹部が職務執行に不正
または重大な法令もしくは定款違反等があった場合には、当該者を解任することとし、解任の手続きは、主要人事として取締役会にて決議します。

（5）当社は、経営陣幹部の選解任については、東京証券取引所の規程に則り、主要人事として情報開示し、取締役及び監査役候補者の選任理
由については、株主総会招集通知等にて開示しております。

＜補充原則３－１－３＞　

当社は、サステナビリティを巡る諸課題の解決に積極的に取り組み中長期的な企業価値の向上と持続可能な社会の実現を目指すためにサステ
ナビリティ基本方針の制定と重要課題の特定を行い、今後はそれぞれの課題に対する具体的な取り組みを進めてまいります。当社グループのサ
ステナビリティの取り組みはホームページで開示しております。人的資本への投資につきましては、有価証券報告書で開示しております。知的財
産への投資につきましては、特許登録及び商標登録を行い、自社の権利の適切な保全と活用をはかっております。知的財産への投資の礎とな
る、研究開発活動については有価証券報告書で開示しております。

＜補充原則４－１－１＞　

当社取締役会は、「取締役会規則」において取締役会決議事項を定めることにより、決議事項に該当しない範囲の事項の意思決定及びその執行
を取締役及び執行役員に委任しております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、１．東京証券取引所の基準に基づき、一般株主と利益相反の生じる恐れがないと判断されること、２．当社の持続的な成長と中長期的な
企業価値の向上に寄与できる人物であることを基準として、独立社外取締役の候補者の選定を行っております。

＜補充原則４－１１－１＞　

当社取締役会は、代表取締役、各事業分野に精通した常勤取締役２名と企業法務に関する豊富な経験と幅広い知識を有する弁護士、業界に精
通する社外取締役２名を選任しており、多様性と適正規模を両立させる形で構成しております。各取締役のスキル・マトリックスは株主総会招集通
知にて開示しております。取締役の選任に関する方針及び手続は、原則３－１（4)に記載の通りであります。

＜補充原則４－１１－２＞

当社は、取締役、社外取締役、監査役、社外監査役の他の会社での役員の兼任状況について、株主総会招集通知等で開示しております。

＜補充原則４－１１－３＞　【2024年6月20日更新】

当社取締役会は、2023年度役員体制のもと、取締役会全体の実効性に関する分析・評価を実施いたしました。その実施にあたっては、全取締役
及び全監査役による自己評価を実施しております。その結果、取締役会全体の実効性については概ね確保されているものと評価いたします。引き
続き、取締役会の更なる実効性の向上に努めてまいります。

＜補充原則４－１４－２＞

当社は、新任役員に対しては、会社の事業、財務、組織等に関する必要な知識を迅速に修得できるような体制を整えております。また、重任取締
役に対しては、当社を取り巻く環境の変化に応じた各種研修が年間を通じて受講できる外部研修制度を整えております。監査役につきましては、
日本監査役協会等の研修会を活用しております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】　

当社では、総務部をＩＲ担当部署としており、株主から対話の申し込みがある場合には、合理的な範囲で前向きに対応することに努めております。
取締役会は、株主との建設的な対話の促進のため、ＩＲ体制整備に引続き注力してまいります。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

丸紅株式会社 2,140,847 39.26

山三株式会社 115,200 2.11

洋糖持株会 108,730 1.99

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 106,400 1.95

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE U.S. TAX EXEMPTED PENSION FUNDS SEC LENDING 79,400 1.45

THE BANK OF NEW YORK 133969 76,600 1.40

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY GCM CLIENT ACCOUNTS M LSCB RD 62,409 1.14

JPモルガン証券株式会社 60,670 1.11

J.P. MORGAN SECURITIES PLC 45,245 0.82

野村證券株式会社 44,158 0.80

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

・【大株主の状況】は、2024年３月31日現在の株主名簿に基づいて記載しております。

・2021年12月15日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、重田光時氏が2021年12月８日現在で以下の株式を所
有している旨が記載されているものの、当社として2024年３月31日現在における実質所有株式数を完全に確認できませんので、上記【大株主の状
況】には含めておりません。

【氏名又は名称／保有株券等の数／株券等保有割合】

重田　光時／307千株／5.64％

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 3 月

業種 食料品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社のその他の関係会社である丸紅株式会社との関係は以下の通りであります。

(1)親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、親会社等やそのグループ企業との取引関係や人的・資本的関係

丸紅株式会社は当社のその他の関係会社であり、当社の議決権の39.26％を所有する筆頭株主であります。

当社は、同社を通じて原料糖の購入を行っております。なお、精製糖の販売については、同社の子会社である丸紅食料株式会社を通じて行って
おります。

また、当社の取締役５名のうち３名及び監査役３名のうち３名は、丸紅株式会社の出身者及び在籍者で構成されております。なお、同社より出向
者２名を受け入れております。

(2)親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親会社等やそのグループ企業との取引関係や人的・資本的関
係などの面から受ける経営・事業活動への影響等

丸紅株式会社との取引関係や人的・資本的関係の状況は上記のとおりでありますが、経営・事業活動を行う上で、承認事項などに同社からの制
約はなく影響はありません。

また、砂糖事業においては、同社から海外粗糖市況動向等に関わる有益な情報が得られる機会メリットがあります。

(3)親会社等からの一定の独立性の確保の状況(理由を含む)

砂糖事業において、丸紅株式会社を通じて当社の原料糖を購入しておりますが、同社からの制約はなく、当社が主体的に行っております。また、
機能素材事業においても、独自の市場調査、研究開発、生産、営業活動を行っております。会計監査人の選定につきましても、当社独自の意思と
判断により行っており、同社からの制約はありません。

よって、「その他の関係会社」である同社とは、事業上の制約はなく独自に事業活動を行っていることから、独立性が確保されていると考えます。

（役員の兼務状況）

該当はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

村野　邦美 弁護士 ○

高祖　敬典 他の会社の出身者 ○ ○ ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者



f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

村野　邦美 ○
同氏との取引関係、その他利害関係はあ
りません。

弁護士として専門的見地並びに企業法務に関
する豊富な経験と幅広い知識を有しており、経
営から独立した立場で取締役会の意思決定機
能や監督機能の実効性強化が期待され、当社
経営に資するところが大きいと判断したため。

[独立役員の確保の状況]

東京証券取引所が規定した独立役員の要件に
該当し、一般株主と利益相反が生じるおそれが
ないと判断します。

高祖　敬典 　

当社のその他の関係会社である丸紅株
式会社の使用人であります。

同社の子会社である丸紅食料株式会社
の取締役を兼任しております。同社を通じ
て精製糖の販売を行っております。

また、同氏との取引関係、その他利害関
係はありません。

当社主要事業に係る業界及び業務に精通して
おり、豊富な情報のもと、独立した客観的な立
場に立った助言などが期待され、当社経営に
資するところが大きいと判断したため。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、監査役会規則に則り監査役会が定めた監査方針、業務の分担等に従い業務監査を実施し、計算書類等について会計監査人から公正
な立場で監査した結果の報告及び説明に基づき監査を実施し、監査役会は取締役会にそれらの監査報告を行っています。また、監査役は会計監
査の適正性及び信頼性を確保するため、会計監査人が独立の立場を保持し、職業的専門家として適切な監査を実施しているかを監視し検証して
います。なお、社外監査役である江川義一氏は長年にわたり財務経理業務の経験を重ねており財務及び会計に関する相当程度の知見を有して
おります。

また、監査役は、取締役会及びその他重要会議に出席して適宜意見を具申するとともに、内部統制部門及び会計監査人との意見交換も行い、密
接に連携しながら相互の監査状況を把握し、内部監査、監査役監査、会計監査人監査を独立かつ相互補完的に遂行することにより、客観性を維
持した監査体制の確認に努めております。

・会計監査の状況

当社の会計監査は有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。会計監査業務を執行した公認会計士は上野直樹氏及び古川千佳氏

であり、いずれも同法人に所属しております。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名及びその他８名であり、いずれも同法人に所
属しております。



社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

江川　義一 他の会社の出身者 ○ ○

松浦　一之 他の会社の出身者 ○ ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

江川　義一 　
当社のその他の関係会社である丸紅株
式会社の使用人であります。

企業会計に精通し豊富な知識と経験を有して
おり、監査全般に対し客観的な立場で公正か
つ適正な監査を行えると判断したため。

松浦　一之 　
当社のその他の関係会社である丸紅株
式会社の使用人であります。

企業における監査・内部統制に十分な知識と
経験を有しており、監査全般に対し客観的な立
場で公正かつ適正な監査を行えると判断した
ため。

【独立役員関係】

独立役員の人数 1 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない



該当項目に関する補足説明

取締役の報酬等は、株主総会の決議による報酬等限度額の範囲内にてそれぞれの役位及び職務や営業成績への貢献度等を勘案し取締役会に
おいて協議した上で、代表取締役社長執行役員が決定することとしております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2024年３月期における報酬等は、取締役７名に50百万円(うち社外取締役２名６百万円)を支給しております。

上記のほか、使用人兼務取締役３名に対し、使用人給与10百万円を支給しております。

上記のほか、取締役７名に対し、役員退職慰労引当金繰入額７百万円(うち社外取締役２名－百万円)を計上しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬等は、株主総会の決議による報酬等限度額の範囲内にてそれぞれの役位及び職務や営業成績への貢献度等を勘案し取締役会に
おいて協議した上で、代表取締役社長執行役員が決定することとしております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

取締役会開催の招集通知及び議案等に係る関連資料全てを事前に各社外取締役（社外監査役）に送付し、重要議案については事前に説明を実
施するなど緊密なサポート体制を取っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名



その他の事項

当社は、定款及び社内規程において相談役・顧問等に関して定めており、対象者がいる場合には、個別に諸条件を取り決め、契約を締結しており

ます。当該相談役・顧問等は、経営には関与せず、主に社外活動への参加や取引先との関係維持の役割に従事しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

a)当社は、監査役会設置会社であり、取締役及び取締役会、監査役及び監査役会、経営会議等により意思決定、業務執行並びに監督及び監査
を行っております。

b)取締役会（代表取締役社長執行役員三木智之氏（議長）、取締役専務執行役員遠藤和浩氏、取締役専務執行役員鈴木陽氏、社外取締役村野
邦美氏及び社外取締役高祖敬典氏の５名（うち社外取締役２名））については、取締役会規則により定期的に開催し、法令及び定款に定められた
事項、経営に関する重要事項について審議するとともに、経営に対する責任を明確にするために取締役の任期を１年とし、機動性を持って任務を
遂行しております。

c)監査役会（常勤監査役野崎敏郎氏（議長）、社外監査役江川義一氏及び社外監査役松浦一之氏の３名（うち社外監査役２名））については、原
則月１回以上開催するほか取締役会及びその他重要会議に出席し適宜意見を具申して公正な監査体制の確保に努めております。

d)当社は、取締役会とは別に、常勤取締役、業務担当役員及び常勤監査役からなる経営会議（代表取締役社長執行役員三木智之氏（議長）、取
締役専務執行役員遠藤和浩氏、取締役専務執行役員鈴木陽氏、常務執行役員松沢隆氏、上席執行役員加藤弘人氏、常勤監査役野崎敏郎氏の
６名）を原則毎月開催し、「経営会議運営要項」の定めに従い、業務執行の統制・監督を行っております。

e)当社は、2022年４月１日付で執行役員制度を導入し、経営の意思決定及び監督と業務執行機能を分離することにより、業務執行における責任
の明確化と機能の拡充を図るとともに監督機能の強化を図っております。

ｆ)当社は、当社の情報を管理するため、情報開示委員会を定期的に開催し、当社の非公開情報を保護するとともに、外部への適時・適切な開示を
促進し、投資家やステークホルダーが公平に情報を取得できる機会を提供できるように努めております。

g)当社は、法令遵守を基礎とした企業倫理を確立し実践するために定めた「コンプライアンスマニュアル(行動基準及び行動指針)」を社内に周知徹
底するとともに、コンプライアンス委員会を定期的に開催し、法令遵守の徹底と意識を高めるべく各種取り組みに努めております。

h)当社は、食の安全・安心のニーズに応えるため、食品安全委員会を定期的に開催し、食品安全関連法及び製造物責任法の趣旨に基づき当社
グループの製品及び商品の品質・衛生管理の強化に努めることにより事故を未然に防止し、消費者の保護を図ることを積極的に推進することに
努めております。

i)当社は、サステナビリティ推進委員会を定期的に開催し、サステナビリティの重要課題の解決に向けて積極的に取り組み、当社グループの中長
期的な企業価値の向上と持続可能な社会の実現に貢献できるよう努めております。

j)当社は、法律問題については必要に応じ、顧問弁護士に相談し、助言を受けております。また、当社と会計監査人との間では、会社法監査及び
金融商品取引法監査について監査契約を締結し、会計監査人より公正不偏な立場で監査を受けております。

[監査役の機能強化に係る取り組み状況]

　当該取り組み状況については、「II経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」内【監
査役関係】の「監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況」及び「社外監査役の選任状況」、並びに【社外監査役のサポート体制】に記載して
おりますのでご参照ください。

[責任限定契約の内容の概要]

　当社は、社外取締役及び社外監査役全員との間で損害賠償責任を法令の範囲内で限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償の限
度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、取締役５名のうち社外取締役が２名、監査役３名のうち社外監査役２名で構成され、社外役員に期待されるより専門的な知識・経験や豊
富な情報による助言機能や客観的な立場による監督機能について十分に行使が期待できる体制であり、内部統制委員会や情報開示委員会等の
各種委員会の活動により十分なガバナンス体制が構築されていると考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会の約3週間前に発送しています。

集中日を回避した株主総会の設定 第一集中日を外して設定しております。

電磁的方法による議決権の行使 2021年６月から実施しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載

以下のＵＲＬにＩＲ情報を掲載しております。

https://www.toyosugar.co.jp/ir/

ＩＲ資料として、決算短信、決算以外の適時開示情報等有益と考えられる情報
を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 総務部をＩＲ担当部署としております。

その他 当社は、ホームページにおいて製品情報等を英文にて提供しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社「コンプライアンスマニュアル(行動基準及び行動指針)」に定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
以下のＵＲＬにサステナビリティへの取り組みを掲載しております。

https://www.toyosugar.co.jp/company/sustainability.html

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社「コンプライアンスマニュアル(行動基準及び行動指針)」に定めております。

その他

女性の活躍の方針・取り組みに関して、当社「コンプライアンスマニュアル(行動基準及び行
動指針)」において、「男女雇用機会均等法を遵守し、１．採用等にあたり、男女の均等な雇
用機会と待遇確保を行う。２．働く女性が性により差別されることなく、その能力を十分に発
揮できる雇用環境を整備する。３．働く女性が安心して子供を産むことができる環境をつく
る。４．男女がともに職業生活と家庭生活を両立できる条件を整備する。」ことを定めており
ます。

〔役員の状況〕

男性７名　女性１名（役員のうち女性の比率12％）

〔管理職の状況〕

男性20名　女性４名（管理職のうち女性の比率16％）



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、内部統制に関して定めた「内部統制基本要綱」に則り、法令の遵守を徹底し社会的責任を果たしつつ、内部統制システムの構築と適切
な運用をコーポレートガバナンスの根幹と成し、社会的信頼の確保と有効な企業活動の維持に努め、事業目的の達成を目指しております。企業
価値の増大を図るとともに、持続的な成長基盤を構築するため、会社法及び会社法施行規則並びに金融商品取引法に基づき、以下のとおり、業
務の適正と効率を確保するための体制に関する基本方針（以下、内部統制の基本方針という）を整備しております。

　なお、当社は社会の変化に対応し、内部統制の基本方針を常に見直すことにより、より適正かつ効率的な体制を実現するものとしております。

１　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 取締役、執行役員及び社員の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するため定めた「コンプライアンスマニュアル（行動基準及び行

動指針）」を整備し、法令遵守を企業活動の要諦とすることを浸透させるものとする。

(2) 当社グループの取締役及び執行役員の中立・透明・公平な業務執行等を確保するため、「役員行動規範」を定め遵守し、企業の信頼の確保、

維持、高揚を図るものとする。

(3) コンプライアンスに適った企業活動を実践するため、「コンプライアンス委員会」をはじめとした各種委員会を設置し、諸施策を講じるとともに、

取締役及び執行役員並びに社員相互の意思疎通を充分に図り、信頼関係を築き健全な企業文化を醸成するものとする。

(4) 法令違反その他コンプライアンスに関する重大な事実を発見した場合の報告体制として、「コンプライアンス委員会」のほか、顧問弁護士を直

接の情報受領者とする内部通報制度を整備し、その運用を行うものとする。

(5) コンプライアンスの状況及び「コンプライアンス委員会」の活動状況については、「内部統制委員会」が内部監査を実施し、その結果を取締役社

長に報告するものとする。

２　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役及び執行役員の意思決定並びに報告など職務執行に係る情報は、「文書取扱管理規程」及び「ＩＴ関連の管理規程」に基づき文書または電
磁的媒体に記録し、適切に保存及び管理（廃棄を含む）するものとし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持するものとする。

３　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社のリスク管理は、「リスク管理規程」及び「財務報告に係る内部統制実施要領」に基づき執り行うものとする。

(2) 「内部統制基本要綱」により設置した「内部統制委員会」は同委員会の規程の定めに従い、リスク管理が適正に行われているか内部監査を実

施し、その結果について取締役社長に報告するものとする。

(3) 自然災害など重大事態が発生した場合は、「危機管理規則」に基づき対策本部を設置し適切な処置を講じるものとする。

４　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 定例取締役会を年８回開催するほか、適宜臨時に開催するものとする。また、経営に関する重要事項については、常勤取締役、業務担当役員

及び常勤監査役で構成する経営会議において事前に議論を行い、その審議を経て、取締役会決議するものとする。

(2) 取締役会の決定に基づく業務執行については執行役員制度を導入し、経営の意思決定及び監督と業務執行機能を分離することにより、業務

執行における責任の明確化と機能の拡充を図るとともに監督機能の強化を図るものとする。なお、業務執行における執行手続の詳細について
は、「組織・職務・職務権限・決裁規程」など社内規程において定めるものとする。

５　次に掲げる体制その他の当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 子会社の取締役及び使用人の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、「関係会社管理規程」を定め、同規程に基づき当社及び子会社の取締役及び使用人との間において定例及び臨時に報告会議を行い、当
社の経営方針の周知を行うとともに、子会社から経営状況等の報告を受けるものとする。

(2) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社の「リスク管理規程」に基づき、子会社から定期的に報告を受けるほか、子会社において損失の危険が発生した場合には、速やかに当社へ
報告し、当社及び当該子会社間で対策を協議・実施する。

(3) 子会社の取締役及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役及び使用人の職務が効率的に行えるよう「組織・職務・職務権限・決裁規程」など社内規程を整備・明確化するものとする。

(4) 子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a. 当社及び子会社はグループ全体の内部統制を充実させるとともに、コンプライアンスに関する「コンプライアンスマニュアル（行動基準及び行動

指針）」を定め、グループ全体の法令遵守を確保するために必要な体制を整備するものとする。

b. 子会社の業務管理は「関係会社管理規程」の定めに従い、当該子会社を担当する業務担当役員が子会社の業務状況に応じて必要な管理を行

うものとする。

c. 当社の「内部統制委員会」は子会社の内部監査を実施し、その結果を取締役社長に報告するものとする。

６　財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

当社及び子会社は金融商品取引法の定めに従い、「内部統制基本要綱」に則り健全な内部統制環境の保持に努め、全社レベル並びに業務プロ
セスレベルの統制活動を強化し、有効かつ正当な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適切な運用に努めることにより、財務報告の信頼
性と適正性を確保するものとする。

７　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制

(1) 当社及び子会社は反社会的勢力や団体とのあらゆる関係を遮断するため、社会的な秩序を維持、尊重し、必要な場合には法的な処置を前提

として、毅然とした態度で臨むものとする。

(2) 反社会的勢力や団体を排除するため、法と倫理に基づき行動することを「コンプライアンスマニュアル（行動基準及び行動指針）」に定め、全役

員及び社員に周知徹底を図るとともに、具体的事案の発生時には、警察等関連機関や顧問弁護士などと緊密に連携し、速やかに対処できる体制
を確保するものとする。

８　監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

監査役から要請があった場合には、監査役の職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」という）として、当社の使用人から補助使用人を任命
することについて協力するものとし、補助使用人の任命にあたっては、所要の事項をあらかじめ協議・相談の上、取り決めるものとする。

９　前項補助使用人の取締役からの独立性に関する事項

任命された補助使用人は監査役の補助者として職務を遂行し、その補助使用人の人事異動及び人事評価等については、監査役会の意見・意向



を事前に聴取の上、執り運ぶものとする。

１０　監査役の補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

取締役は、監査役の補助使用人の配置について、監査役と業務執行側からの指揮命令が相反しないように配慮し、補助使用人を選任する。ま
た、補助使用人は監査役からの指揮命令を優先するものとする。

１１　次に掲げる体制その他の監査役への報告に関する体制

(1) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制

a. 監査役は取締役会に出席し、取締役から業務執行の状況その他重要な事項の報告を受けるほか、その他重要な会議に出席するものとする。

b. 取締役社長は、社長・監査役ミーティングを適宜に開催し、業務の執行状況について監査役に報告するものとし、その他取締役及び業務担当

役員についても監査役に対し業務執行状況の報告を行うものとする。

c. 監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び業務担当役員等に対してこれらの報告を求めることができるものとする。

(2) 子会社の取締役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制

a. 「関係会社報告会」及び当社による子会社の内部監査等を通じて得た情報を当社監査役に定期的に報告する。

b. 監査役はいつでも必要に応じて、子会社の取締役及び使用人に対して業務執行に関する報告を求めることができるものとする。

１２　前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するための体制

当社の監査役に報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な取り扱いを受けないよう、「コンプライアンスマニュアル（行動
基準及び行動指針）」に定める内部通報制度に準じた扱いとする。

１３　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る
方針に関する事項

当社は、監査役と協議の上、監査役の職務を執行するのに必要である予算をあらかじめ定める。

また、予算の有無に拘わらず、監査役が外部専門家に依頼した費用などを含め、職務を執行するために発生した費用を請求した時は、職務の執
行に必要でないことが認められた場合を除き、監査役に償還するものとする。

１４　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、会計監査人及び子会社の監査役、また「内部統制委員会」、「コンプライアンス委員会」等と適宜に意見交換を行うことができるものとす
る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

「１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」の「７　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制」に記載の
通りであります。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については特に定めておりません

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

・適時開示体制の概要

１．当社の情報開示は当社で定めた「情報開示取扱規程」に基づき行っております。

２．会社情報の適時開示については、情報取扱責任者が総務部及び財務経理部から社内各部門(室・部)や連結子会社の要適時開示に係る発生
事項・決定事項の情報伝達を受け、同責任者の指示の下、総務部及び財務経理部は事前調査及び資料収集、また必要に応じ東京証券取引所に
事前相談し、適時開示が必要な事項について開示内容の作成を行っております。

３．同責任者は、情報開示委員会に対し適時開示内容について報告・説明を行い、また取締役社長に適時開示に係る発生事項・決定事項の報
告・説明を行ない、意見を求めた上で、情報開示委員会は経営会議に適時開示に係る発生事項・決定事項の報告・説明を行ない、適時開示内容
の確認・了承及び適時開示の了承を受け、情報取扱責任者は、総務部に指図し、速やかに東京証券取引所において情報開示（TDnet及び東証の
記者倶楽部において発表または資料投函）を行なっております。また、重要事項については、経営会議において確認・了承を受けたものを取締役
会においても前記と同様の手続きを行ない適時開示内容の確認・了承及び適時開示の了承を受け、同責任者は、総務部に指示し、速やかに東
京証券取引所において情報開示（TDnet及び東証の記者倶楽部において発表または資料投函）を行ない、同日当社ホームページに掲載しており
ます。

４．内部統制委員会は適時開示に係る業務が法令遵守の下に実施されているか内部監査及びモニタリングを行い、その結果を取締役社長に報
告することとしております。
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